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   新潟県立教育センター 
 教師の学びを子どもの未来へ 

令和５年度 



Ⅰ 設置の目的・運営の基本方針 
  

  １ 目的 
新潟県立教育センターは、条例に基づいて設置され、本県教育の向上発展に寄与するた 

め、研修、研究、支援に関する事業を行う。   
 

〇新潟県立教育センター設置条例     （昭和 41 年７月 15 日 新潟県条例第 33 号） 
    （設置） 
    第１条 地方教育行政の組織及び運営に関する法律（昭和 31 年法律第 162 号）第 30 条 

の規定に基づき、教育に関する専門的、技術的事項の研究、教育関係職員の研修及び 
教育相談を行なうため、新潟県立教育センター（以下「教育センター」という。）を新 
潟市に設置する。 

 

２ 基本方針 
教育センター設置条例に規定されている「教育に関する専門的、技術的事項の研究、

教育関係職員の研修及び教育相談」を行い、本県学校教育の向上・発展に資する。 

 
(1) 教職員研修 

教職経験に応じた基本研修、専門研修及び実践力向上研修により、本県の教育課題へ 
の対応力及び主体的・対話的で深い学びを実現する資質・能力を身に付けた教員の育成 
を図る。 

 

(2) 調査・研究 
今日的な教育課題に関わる情報の収集及び学校等との連携による調査・研究を行い、 

その成果を活用することによって教職員研修の充実、改善を図るとともに、学校教育活 
動の充実に貢献する。 

 

(3)  相談・支援 
教職員、児童生徒及び保護者からのいじめ・不登校、特別支援教育、健康教育等に関 

して、教育相談を行うととともに、要請に応じて学校における研修等を支援する。 
 

(4)  情報発信等 
研修等の機会やインターネット等を活用して教育に関する情報提供を行うとともに、 

所蔵資料及びウェブサイトの充実を図り活用を推進する。 



Ⅱ 沿革 
 

 
新潟県 
教育研究所 

 昭和 25 年  ４月 新潟県教育研究所創立 

  5 月 旧海洋道場を庁舎として使用 

新潟県立 
教育研究所 

昭和 31 年 12 月 新潟県立教育研究所と改称 
昭和 35 年 11 月 創立 10 周年記念式典挙行 
昭和 36 年  ２月 教育相談開始 

新潟県立 
理科教育センター 

昭和 37 年  ４月 新潟県立理科教育センター創立 

  ７月 庁舎竣工（教育研究所と理科教育センターの併置） 

 11 月 庁舎新築落成式典挙行 

昭和 39 年  ４月 地区理科教育センター設置 
  ７月 読売教育賞「教育研究所」部門で受賞 

昭和 40 年  ６月 創立 15 周年記念式典挙行 
 11 月 第１回児童生徒科学研究発表会開催 

新潟県立教育センター 

昭和 41 年  ８月 新潟県立教育センターと改称 
昭和 45 年 10 月 創立 20 周年記念式典挙行 
昭和 50 年 11 月 創立 25 周年を記念して研究論文総目録を刊行 
昭和 54 年  ７月 地区理科教育センター応募論文が読売教育賞受賞 

昭和 55 年 11 月 創立 30 周年記念式典挙行 
昭和 58 年 11 月 新潟市曽和に庁舎新築、移転 
昭和 59 年  ４月 庁舎新築落成記念式典挙行 

平成 ２年 12 月 創立 40 周年記念式典挙行 
平成 ３年  ４月 教育相談センター開設 
平成 ７年  ４月 教員研修体系一元化実施 

  ６月 全国教育研究所連盟総会・研究発表大会（新潟大会）開催 
平成 ９年 12 月 情報棟竣工 
平成 12 年  ７月 創立 50 周年記念式典挙行 
平成 14 年  ４月 ＮＥＩＮ（新潟県教育情報ネットワーク） システムの運用開始 
平成 15 年  ４月 教育センター組織の統合・改組 
平成 17 年 11 月 関東地区教育研究所連盟教育相談・特別支援教育部会研究協議会開催 
平成 20 年  3 月 第１回教育フォーラム開催 

 10 月 都道府県指定都市教育センター所長協議会生物部会(第 46 回)新潟大会開催 
平成 21 年  3 月 カリキュラムプラザ開設 
平成 22 年 11 月 創立 60 周年記念式典挙行 
平成 23 年  4 月 キャリア教育推進ステーション開設 

  5 月 関東地区教育研究所連盟第１回委員会・総会・研究協議会開催 
平成 24 年  4 月 基本研修体系の改定 
平成 28 年 10 月 都道府県指定都市教育センター所長協議会初等理科分科会(第 47 回)新潟大会開催  
平成 30 年  ４月 新潟県教員等育成指標に基づく研修の体系化 
令和 ３年  ３月 創立 70 周年記念誌発行 

   
   
   
   

 



所 長

総　務　課　　次長・総務課長 職名等 氏名
（025）263-1096 次長・総務課長 小嶋 満雄

庶務係 （025）263-1094 庶務係長 佐伯 千佐

主 任 比後理恵子 庶務

職 員 若杉沙弥香 事務補助

教育支援課　　次長・教育支援課長 職名等 氏名

（025）263-9033 次長・教育支援課長 須田 雄一

教育企画班 （025）263-9014 副参事（指導主事） 西村 健一 班総括 （高・数学）

副参事（指導主事） 本間 祐史 義務・管理職研修 （中・理科）

指導主事 斎藤 忠之 義務・管理職研修 （中・数学）

指導主事 近藤  崇 高校・管理職研修 （高・国語）

指導主事 南雲 裕介 情報教育 （高・理科）

指導主事 宮澤  寛 情報教育 （高・地歴公民）

指導主事 堀越 康裕 高校・管理職研修 （高・数学）

指導主事 吉田 紀夫 高校・管理職研修 （高・英語）

指導主事 服部 洋平 情報教育 （高・商業）

教員研修班 （025）263-9018 副参事（指導主事） 下村 恵美 班総括 （中・英語）

副参事（指導主事） 佐藤 秀雄 義務・中堅研修 （中・数学）

指導主事 石川絵梨子 高校・初任者研修 （高・英語）

指導主事 中島美千子 幼稚園教育 （小・音楽）

指導主事 近藤健一郎 高校・６年次研修 （高・理科）

指導主事 須貝 哲二 高校・中堅研修 （高・理科）

指導主事 小黒 成寛 義務・初任者研修 （中・国語）

指導主事 古谷 和也 養護教諭研修 （小・社会）

教育研究班 （025）263-9028 副参事（指導主事） 山下 幸治 班総括 （高・芸術）

指導主事 大野 敏法 プログラミング教育・教科リーダー （中・技術）

指導主事 篠田  英 理科教育 （中・理科）

指導主事 菅   卓 キャリア教育 （高・地歴公民）

指導主事 生田 昌司 英語教育 （高・英語）

指導主事 竹石 智史 理科教育 （高・理科）

指導主事 今井 大輔 カリキュラム･マネジメント （高・国語）

外国語指導助手 シャニーサ・サブダラーリ 県ALTアドバイザー （高・英語）

指導員 渡辺  剛 高校・管理職研修 （高・理科）

指導員 柳沢 幸也 高校・管理職研修 （高・地歴公民）

学力向上推進チーム （025）263-9024 副参事（指導主事） 宮嶋 利光 学力向上 （小・算数）

指導主事 佐藤 直子 学力向上 （小・国語）

特任指導主事 尾身 直樹 学力向上 （高・数学）

〇教育支援システムの運用 長期研修員 高橋 亮介 学力向上 （中・英語）

〇市町村支援事業 長期研修員 加藤 直樹 学力向上 （中・数学）

長期研修員 笠井 将人 学力向上 （小・算数）

長期研修員 箕浦 一也 学力向上 （中・国語）

長期研修員 高橋 祐輔 学力向上 （小・国語）

教員支援班 （025）263-9013 副参事（指導主事） 辺見  亘 班総括 （小・特別支援）

指導主事 嶋見真理子 特別支援教育 （小・特別支援）

指導主事 名塚 悦子 特別支援教育 （高・英語）

指導主事 近藤 修平 特別支援教育 （小・特別支援）

指導主事 後藤 洋子 教育相談 （小・生活）

指導主事 中村佳恵子 教育相談 （高・家庭）

指導主事 五十嵐一峰 教育相談 （高・芸術）

相談員 小林 美奈 教育相談   ――

指導主事（事） 町田 央子 健康教育 （小中高・養護）

課総括
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員
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援
班

〇予算の編成、執行及び決算

〇所管専門研修の運営管理

教
育
企
画
班

〇調査・研究・プロジェクトの統轄

〇備品及び消耗品の購入、管理

〇研修・講座に関する講師の旅費等の執行、管理

〇施設管理

〇実践力向上研修の統轄

〇教育フォーラムの推進

〇支援事業の統轄

〇指導力ステップアップ研修の運営管理

〇所管専門研修の運営管理

Ⅲ　組織と主な業務 Ⅳ　所員一覧

所　長 □本 敏郎

担当業務
課総括

担当業務

総務課

庶
務
係

所属

係総括

所属

〇教育センター業務の運営管理

〇運営計画の立案と業務の運営総括

〇割当専門研修の取りまとめ・割当依頼

〇所管専門研修の運営管理

〇情報環境に関わる事業・業務の推進

〇研修事業の統轄

〇基本研修の運営管理

〇特別支援教育、教育相談・児童生徒理解､

〇研修事業に関する調査・研究の推進

   授業改善への支援・研究

 健康教育等に関する調査・研究の推進

〇英語・国際理解教育推進事業の統轄

〇支援ニーズの把握と支援依頼への対応

教育
支援課

〇広報活動

〇理科・科学技術教育推進事業の統轄

〇キャリア教育に関する業務の推進

〇Web配信集計システムによる学力診断及び

〇所管専門研修の運営管理



 



(2) 研修・講座一覧
※「令和５年度教職員研修計画」のうち、実施主体が県立教育センターのものを記載

1 2 3 ミ 管

1 幼稚園等新規採用教員研修 悉 ○

2 初任者研修（小学校） 悉 ○

3 初任者研修（中学校） 悉 ○

4 初任者研修（高等学校） 悉 ○

5 初任者研修（特別支援学校） 悉 ○

6 新採用養護教諭研修 悉 ○

7 新採用等栄養教諭研修 悉 ○

8 教職２年次研修（小・中・特） 指 ○

9 教職２年次研修（高等学校） 指 ○

10 教職２年次研修（養護教諭） 指 ○

11 教職６年次研修（幼稚園） 指 ○

12 教職６年次研修（小・中・特） 悉 ○

13 教職６年次研修（高等学校） 悉 ○

14 教職６年次研修（養護教諭） 悉 ○

15 教職６年次研修（栄養教諭） 悉 ○

16 中堅教諭等資質向上研修（幼稚園） 悉希 ○

17 中堅教諭等資質向上研修（小・中・特） 悉 ○

18 中堅教諭等資質向上研修（高等学校） 悉 ○

19 中堅教諭等資質向上研修（養護教諭） 悉 ○

20 中堅教諭等資質向上研修（栄養教諭） 悉 ○

教員としての素養  学級経営・学年経営 21 学級経営力向上講座 希 ○ ○ ○ ○

25 教科指導力向上講座（小・中・特） 希 ○

26 教科リーダー育成講座（小・中・特） 希 ○ ○ ○

27 教科指導力ランクアップ講座（高等学校） 希 ○ ○ ○ ○

単元デザイン講座Ⅰ（理論編） 希 ○ ○ ○ ○

単元デザイン講座Ⅱ（実践編） 希 ○ ○ ○ ○

31 教科別ＩＣＴ活用研修（高等学校） 割希 ○ ○ ○ ○

37 小学校理科基礎講座 指 ○

38 理科授業力向上講座 希 ○ ○ ○

39 先端科学技術講座 希 ○ ○ ○ ○

保健体育 43 保健教育実践講座 希 ○ ○ ○ ○

外国語 45 小学校外国語実践講座 割 ○ ○ ○ ○

道徳 50 豊かな心をはぐくむ道徳教育講座 希 ○ ○ ○ ○

56 感情をコントロールする力と社会性を育てる生徒指導講座 希 ○ ○ ○ ○

57 チーム学校で進める協働的な教育相談講座 希 ○ ○ ○ ○

66 生徒指導上の諸課題に関する対応力向上研修 割希 ○

67 子どものいのちと心の危機対応力向上講座 割希 ○ ○ ○ ○

79 「いじめ」の理解と対応講座 希 ○ ○ ○ ○

進路指導及びキャリア教育 81 アントレプレナーシップ（起業家精神）を育むキャリア教育推進講座 希 ○ ○ ○ ○

82 新任特別支援学級担任教員研修 指 ○ ○ ○ ○

83 特別支援教育コーディネーター研修 指 ○ ○ ○ ○

86 通級指導等担当研修 指 ○ ○ ○ ○

88 発達障害の理解と対応講座 希 ○ ○ ○ ○ ○

92 障害のある子どもの学びを広げるICT活用講座 希 ○ ○ ○ ○ ○

93 子供の教育的ニーズに応じた特別支援教育講座（高等学校） 希 ○ ○ ○ ○

94 子供の教育的ニーズに応じた特別支援教育講座（小･中学校） 希 ○ ○ ○ ○

95 子供の教育的ニーズに応じた特別支援教育講座（特別支援学校） 希 ○ ○ ○ ○

96 中学校「技術」・高等学校「情報Ⅰ」プログラミング教育講座 割 ○ ○ ○ ○ ○

97 Google Workspace for Education基礎講座 希 ○ ○ ○ ○

98 ロイロノート・スクール基礎講座 希 ○ ○ ○ ○

校内ＩＣＴ活用促進講座Ⅰ（理論編） 希 ○ ○ ○ ○

校内ＩＣＴ活用促進講座Ⅱ（実践編） 希 ○ ○ ○ ○

100 小・中・特別支援学校新任校長、幼稚園新任園長研修 指希 ○

101 高等学校新任校長研修 指 ○

102 学校管理職マネジメント研修（幼・小・中・特別支援学校） 指希 ○

103 学校管理職マネジメント研修（高等学校等） 指 ○

104 幼・小・中・特別支援学校新任教頭研修 指希 ○

105 高等学校新任教頭研修 指 ○

108 養護教諭健康相談講座 希 ○ ○ ○ ○

118 実習助手教育一般研修 悉 ○

119 実習助手専門研修 指 ○

124 寄宿舎指導員教育一般研修 指 ○

125 寄宿舎指導員専門研修 割指 ○ ○ ○

137 養護教諭ミドルリーダー入門講座 指希 ○

140 小･中･特別支援学校新任主幹教諭研修 指 ○

155 実践力向上研修

156 指導力ステップアップ研修

注(1)　研修属性の略称

  悉：悉皆研修 … 採用年数等で受講必須の研修　　　　　　　　　　　　　　　指：指名研修 … 複数年にわたる研修等で既に受講対象者が決まっている研修
  割：割当研修 … 校務分掌等により各校で受講対象者が限定される研修　　　　希：希望研修 … 校種等対象であれば誰でも受講可能な研修
(2)　キャリアステージの略称
   １：第１期(１～５年）　２：第２期（６～12年）　３：第３期（13年～）　ミ：ミドルリーダー　管：管理職

その他

養護教諭

実習助手

寄宿舎指導員

ミドルリーダー

体系
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 ＩＣＴや情報・教育データ
 の利活用

ＩＣＴ等

校長

管理職

児童生徒理解、多様性理解

教頭

校長等

  いじめ等の問題行動への
  対応

生徒指導
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地域中核教員
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第２期

第３期

指標

初任者研修

教職２年次研修

教職６年次研修

中堅教諭等資質向上研修

キャリアステージ
分類 番号 講座名
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属性



２ 調査・研究事業 
 
プロジェクトチーム等による調査・研究  
 指導主事によるプロジェクトチームを編成して調査・研究の推進を図るとともに、その成果
を「教育フォーラム」において県内外に発信している。 
■特別支援教育 
 特別な支援を必要とする児童生徒への指導・支援の充実に向け、学校現場と連携して調査・
研究を行う。 
■教育相談、生徒指導、健康教育 
 持続可能な教育相談の組織的対応の在り方や生徒指導に関すること、健康教育に関すること
について、学校現場と連携して調査・研究を行う。 
■学級経営・特別活動  
 意思決定できる力と合意形成を図る力の育成を目指す学級経営や特別活動について、学校現
場と連携して調査・研究を行う。 
■総合的な学習（探究）の時間  
 探究的な見方・考え方を働かせ、横断的・総合的な学習を行うことを通して、よりよく課題を
解決し、自己の生き方を考えていくための資質・能力を育成することについて、学校現場と連
携して調査・研究を行う。 
■道徳教育 
 「考え、議論する道徳」の実現に向けた授業改善とともに、教育活動全体を通じた道徳教育の
充実に向け、学校現場と連携して調査・研究を行う。 
■主体的・対話的で深い学び  
 資質・能力の育成を図るために、主体的・対話的で深い学びの実現に向けた授業改善と学習
評価について、学校現場と連携して調査・研究を行う。 
■カリキュラム・マネジメント  
 学校の教育目標を踏まえた教科横断的な視点で、その目標の達成に必要な教育の内容を組織
的に構成し、地域の現状等を踏まえ、教育課程の編成し教育活動を実施していくために、調査・
研究を行う。 
■キャリア教育  
 子どもたちが社会的・職業的に自立し、社会の中で自分の役割を果たしながら、自分らしい
生き方を実現するための力を育成するため、また、アントレプレナーシップ教育の推進も含め
て、調査・研究を行う。 
■ＩＣＴ活用の推進 
 学習活動や校務における業務において ICT の活用を推進し、効果的な活用について調査・研
究を行う。 
 
 
 
 
 



関係機関等との連携 
 指導主事の専門性を生かし関係機関との連携を図りながら、様々な教育の推進に協力や支援
を行っている。 
■キャリア教育の推進 
 ・教育庁総務課、義務教育課及び高等学校教育課の「夢や希望をかなえるキャリア教育」の

推進事業への協力 
■理科・科学技術教育の推進 

・上越教育大学コア・サイエンス・ティーチャー（CST）養成事業への協力 
・新潟県地区理科教育センター連絡協議会連携事業等への協力 
・スーパーサイエンスハイスクール(SSH)事業への協力 
・簡易放射線測定器貸出業務 
・いきいきわくわく科学賞の事務局業務等 

■英語・国際理解教育の推進 
 ・文部科学省、義務教育課及び高等学校教育課の事業への協力 

・小・中・高等学校の研修等への協力 
■教育相談・生徒指導 
 ・生徒指導課の事業等への協力・支援 
 ・いじめ等の電話相談 

・来所相談件数の生徒指導課への報告 
 

■健康教育 
・研修・講座を通じた現代的健康課題の解決に向けた教育内容、環境整備についての研究 

■学力向上推進システム活用事業 
 ・Web 配信集計システムによる学力定着状況診断及び授業改善への支援 
 ・学習支援動画整備  

・市町村支援事業 
・広報活動 等 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



３ 支援事業 
 
研修支援  
■実践力向上研修 

・申込方法：県立教育センターWeb サイト内、「各種支援活動」の「実践力向上研修」参照 
・対  象：公立各学校園の教職員（新潟市立小・中・特別支援学校を除く） 
・内  容：教科等の指導、特別支援教育、教育相談に関する校内研修に対して、県立教育 

センター指導主事を派遣しての支援 
※指導主事派遣に係る旅費は、県立教育センターが負担する。 
※Zoom 等のオンライン会議システムを活用した研修の依頼にも応じる。 

 ●令和４年度 実践力向上研修の実施状況   実施件数 83 件 
 
 
 
 
 
 
 
 
■要請訪問 

・支援対象：公立各学校園、市町村教育委員会、教育関係研究会等（新潟市立の学校園は除く） 
・支援内容：各教科・領域等に関わる支援全般（オンライン会議システムを活用した研修可） 
・申込方法：県立教育センター教育支援課長に電話で依頼し、所長宛に「派遣依頼文書」を提出 

・経  費：指導主事派遣に係る旅費は、要請団体が負担する。 
●令和４年度 要請訪問の受付状況   受付件数 47 件 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

実施校種 

教育相談
28%

特別支援
教育 21%健康教育 13%

教科等
38% 小学校 30%

中学校 35%
高等学校･中等
教育学校 12%

特別支援学校
12%

幼稚園1%

養護教諭 10%

参加者の割合 

教育相談
42%

特別支援教育
29%

教科指導
13%

ICT活用
13%

その他 3%

支援内容 

高等学校
50%

特別支援学校
20%

小学校 16%

中等教育学校
7%

中学校6% 幼稚園 1%

支援内容 



相談支援 
♢相談日時：月曜日から金曜日（祝日、年末年始、お盆の時期を除く）午前９時から午後５時 
♢相談対象：幼児児童生徒及びその保護者や学校園の教職員等 
♢来所相談と出前教育相談は、電話による申込が必要 

■いじめ・不登校等教育相談  
 ♢『いじめ・不登校等悩み事相談テレフォン』（電話相談） 

・電話番号：０２５－２６３－４７３７ 
 ・相談内容：いじめ、不登校等に関する悩みごと 
 ・相談日時：上記相談日の午前９時 10 分～午後４時 
 ♢『教育相談』（電話相談・来所相談・出前教育相談）  

・電話番号：０２５－２６３－９０２９（教職員） 
・電話番号：０２５－２６１－０４１０（幼児児童生徒、保護者） 
・相談内容：幼児児童生徒の教育上の様々な悩みごと 

■特別支援教育相談 
 ♢『特別支援教育相談』（電話相談・来所相談・出前教育相談）  

・電話番号：０２５－２６３－９０３０ 
・相談内容：特別支援教育に関わる様々な悩みごと 

■心身の健康教育相談 
 ♢『ほけんしつハートダイヤル』（電話相談）  
 ・電話番号：０２５－２６３－９０３２（教職員） 

・相談内容：心身の健康問題に関する悩み、保健室執務、健康教育に関する支援や情報提供 
 

●令和４年度 相談支援の支援状況   実施件数 1005 件 
 

 

 

いじめ・不登校
86%

特別支援教育
11%

健康教育 3%

支援内容

電話 91%

来所 8%
出前等 1%

支援方法



  

教育情報提供支援 
■新潟県立教育センターだより 
  新潟県立教育センターの事業や開催している研修・講座に関するお知らせ、様々な教育情報、

イベント等を定期的に県内の教育機関等に配信 
■新潟県立教育センターWeb サイト 
  研修・講座、調査・研究、支援の窓口及び各市町村教育委員会、学校園、教職員等への情報

提供 
（主な情報提供や機能） 

１ 研修・講座の情報提供や申込み、確認等ができる。 
２ 新潟の教育の方向性を考える「教育フォーラム」に関する情報提供を行う。 
３ 「教育資料」のページでは各教科の指導案の閲覧が可能。 
 

URL https://www.nipec.nein.ed.jp/   ＜メニュー内容案内＞ 
センターについて  

・所長より 
・施設利用の御案内 

～センター利用の決まり～ 
・新潟県立教育センター概要 
・交通アクセス 
・お問合せ 
・サイトマップ 

研修・講座一覧  
 ・各研修・講座の一覧表ページへ 
調査・研究  

・教科・科目 
・教育課題 
・プロジェクト 

各種支援活動  
○研修支援 
・実践力向上研修 
・要請訪問 
○相談支援  
・いじめ・不登校等教育相談 
・特別支援教育相談 
・心身の健康教育相談 

 
■Twitter 

研修・講座受講者に対し緊急時等において迅速に情報を提供する。また、学校教職員をは

じめとする県民に対し当センターの活動をＰＲする。(アカウント niigata_ec) 
■カリキュラムプラザ 

 県内外の大学や教育関係機関等の教育資料（平成 28 年度以降のもの）、教科用図書、教育
雑誌の閲覧と貸出しが可能。 

利用時間は午前９時～午後４時 30 分。 

※教科用図書や教育雑誌については閲覧のみで貸出し不可。 
 



Ⅵ 施設平面図 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



新潟県立教育センター

曽和交差点

内野駅 新潟大学前駅

新潟大学

高山インター

日本文理高校

新
川

新潟西バイパス

R116

ＪＲ越後線

新潟西ｲﾝﾀｰ・新発田→

←柏崎

R116

            
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

新潟県立教育センター 
〒950-2144  新潟市西区曽和 100-1 TEL（025）263-1094（代表） 

FAX（025）261-0006 
 

     ■教育企画班     TEL（025）263-9014・9016 
     ■教員研修班     TEL（025）263-9017・9018 
     ■教育研究班     TEL（025）263-9028・9044 
     ■教員支援班     TEL（025）263-9013 
     ■学力向上推進チーム TEL（025）263-9023・9024 

URL  https://www.nipec.nein.ed.jp 
 E-mail  ngt503010@pref.niigata.lg.jp 

 

交通案内  

教育センターまでの所要時間 
●ＪＲ内野駅から タクシー   ５分 

●ＪＲ内野駅から 徒歩      20 分 


